
















































































































　（同12月欧州理事会承認）の『域内市場統合白書』(White Paper from the
Commission to the European Counsil-CompletingtheInternalMarket)に示され
たスケジュールにしたがって，92年末を目標期限とし，それまでに域内市
場統合を実施するものである。 92年統合というのは，ＥＣ域内に現存する
各種の非関税障壁を除去することにより，ＥＣ発足当初の理念であった経
済統合を促進し，競争条件の整備と規模の経済の実現を通じて，ＥＣ経済
の活性化を実現することを目的としている。この『白書』では，除去すべ
き域内障壁として，
　①　物理的障壁の除去（100項目）
　②　技術的障壁の除去(161項目）
　③　財政的障壁の除去（24項目）
を掲げ，こうした障壁を除去するために極めて広範な分野における自由化
および基準の統一を提案した。
　87年７月に発効したローマ条約の一部修正である『単一欧州議定書』を
契機として，市場統合は活発化した。これは，『単一欧州議定書』により個
別国の主権を制限すること，さらにＥＣの権限を拡大することによって意
思決定手続きの迅速化が図られたことが大きいといわれる。さらに，80年
代前半まで欧州動脈硬化といわれるほど停滞していた欧州経済を活性化さ
せるには，個別国の対応・関税同盟強化では限界があり，協調による各種
構造調整政策を進めることが必要との認識が高まったことが背景となった。
事実，80～85年に年率0.2～2.4%であった実質成長率は，86～90年には2.
6～3.9％に向上した。
　市場統合は，市場拡大に備えた設備投資や，市場統合完成前に外国から
の駆込み投資などから，大きな経済効果を生んだのである。
（3）市場統合のプロセス（進捗状況）
　　　　　　　　　　　　　－78（103）一
　92年統合のプロセスは，原則として，
　①　個別案件の具体的政策案が，ＥＣ委員会で作成され，討議された後
　　に，「指令案」として閣僚理事会に提出され，
　②　同理事会の採択を経た時点で，各個別国に対する拘束力をもつ「指
　　令」として成立する，
　③　個別国は，当該「指令」を具体化するために，その裁量で必要な立
　　法等の国内措置を行なう，
ことになる。
　ＥＣ「指令」の採択件数は表１の通りである。これにみるように，理事
会段階ではほとんど採択済みである（91年２月段階）。
　　　　（表１）ＥＣ「指令」のＥＣ委員会および閣僚理事会採択件数
－77（104）－
　ところが，これが加盟各国の国内法などでの実施状況となるとバラツキ
がある。表２は，閣僚理事会が採択済みでかつ国内法で措置の必要な120
件の「指令」について，各国の実施状況をみたものである。これをみてわ
かるように，実施率はデンマークで77.5％，ドイッで68.3％と高い。イギ
リスはＥＣ内で厳しいことを発言し，積極派とは一定の距離を置く統合消
極派であるが，実施率は71.7％と高いし，統合積極派のフランスも62.5％
の実施率である。これに対し，ＥＣ創設当初メンバーであり，ＥＣ内では
統合積極派であるイタリアは35.8％と最低の実施率であり，あまり国内で
の措置を採っていない。 ＥＣ内では劣後しているといわれるギリシアでも
47.5％の実施率である。
　このような実施率の格差にみられるＥＣ内での経済パーフォーマンスの
格差が，経済通貨統合のネックになっているといわれる。したがって，Ｅ
Ｃ統合には，先発グループと後発グループの２層化か必要であるとの認識
も強い。　しかし，イタリアのような当初参加国にとっては，後発グループ
　　　　　　　　　　（表２）各国別国内法での実施状況
－76（105）－
に入ることに抵抗が強く，同一歩調を採ることに困難もあるといわれる。
　表３は，統合に加わるための経済収斂（コンバージェンス）基準（インフレ
率が低インフレ国の平均値プラス1.5％以内,財政赤字額がＧＤＰの３％以内，同累
積残高がＧＤＰの60％以内）を示したものであるが，明らかに２極化傾向が
みられる。たとえばインフレ率ではベルギー，デンマーク，ドイツ，フラ
ンス，ルクセンブルグ，イギリス，オランダ，アイルランドなどに対し，
ギリシア，イタリア，ポルトガルなどが劣後している。このように, EC
統合といってもたとえば92年12月末といったある時点を期してあらゆる
ことが一度に変革するわけではない。
　　　　　　　　　（表３）ＥＣ各国の経済条件基準達成度　　　　（％）
　　［1-2］ＥＣ金融統合
（1）金融統合と資本移動自由化
　ＥＣ金融統合ないし金融市場統合は，ここ数年資本移動自由化と金融業
　　　　　　　　　　　　　　　－75（106）一
務規制緩和・再編の進展によって，目覚しい展開をみせている。資本取引
はほぼ自由化され，銀行業務を中心に競争環境の域内での同一化が進展
し，金融機関に対して自由化・国際化への積極的対応を促進する土壌が形
成されている。
　ＥＣ金融統合も
　①　ＥＣ委員会での金融統合推進に必要な考え方の提示と，必要な「指
　　令」の起案と，閣僚理事会での採択，
　②　個別国でのＥＣｒ指令」を受けての，既存制度の相互尊重という基
　　本原則に従った，国内法令の整備・改正，
という手続を採る。
　金融市場統合は，資本移動自由化と金融業務の自由化によって達成さ
れ，域内が障壁のない単一市場になる要件を満たし，競争の促進，規模の
利益・業務多角化による効率的金融サービス供給，金融機関の競争力向上
にプラスとなるものといわれる。
　金融市場統合の柱の１つである資本移動の自由化は，1960年の「第１次
資本移動自由化指令」以降，62・86・88年に「２～４次資本移動自由化指
令」が出て，域内資本移動自由化が進んだ。88年指令では，
　①　すべての域内資本移動の完全自由化と域外との資本取引のほぼ同等
　　な自由化，
　②　緊急規制（セーフガード）の発動手続等，
　③　各国の貯蓄，証券取引に関する税制の調和，
が，提示されている。①については，ＥＣ主要国では域内外資本移動取引
は完全自由化された。スペイン，ポルトガル，ギリシア，アイルランドに
ついては一部資本取引の規制撤廃が猶予されている。②についてはほぼ明
確化されている。③については，ルクセンブルグなどの反対で，89年２月
の域内居住者の利子所得源泉徴収税率15％提案が暗礁に乗り上げ，その後
調整未了である。
　　　　　　　　　　　　　－74（107）－
②　金融業務の自由化：相互主義原則
　金融市場統合のもう１つの柱は，金融業務の自由化である。この金融業
務の自由化というのは，銀行業，保険業，証券業等が国境を越えて，域内
の他の国に自由に進出して，金融サービスを提供でき，自由に他国に拠点
を開設できることを意味するといわれる。
　金融業務自由化は，各国でことなる金融制度の同質化を迫るものである
ため，制度の相違の調和が問題である。　したがって，法的枠組みの統一で
はなく，法制の調和は最小限とし(minimum harmonization),各国は他国の
制度を相互に尊重する原則(mutual recognition)が金融サービスに適用され
た。
　この考え方から，
　①　免許申請の重複を回避するため単一免許制度を採用する，
　②　金融機関の監督責任は，最初に免許を与えた当該金融機関の母国に
　　帰する（母国監督主義home countrycontrol),
が合意されている。
　ただし，ＥＣ域外国との間では，相互主義(reciprocity)の原則が重要で
ある。これは，域外国に本拠地をもつ金融機関が子会社の設立や域内金融
機関への出資により域内に進出するためには，ＥＣ域内と当該の域外国と
の間で，
　①　市場参入の実効性effecitive market access（域外国からの進出機関が
　　ＥＣ域内で享受しているのと同等の市場参入あるいは競争条件を，ＥＣ域内に
　　本拠をもつ金融機関が当該の域外国において享受できること），
　②　内国民待遇national treatment（ＥＣ域内に本拠をもつ金融機関が進出
　　してきた金融機関の本拠他の域外国において内国民待遇を受けること），
についての相互主義である。この際，既得権保全(grandfathering)条項によ
り，この相互主義原則は現地法人等の形態での「新規進出案件」に限定さ
れる。
　　　　　　　　　　　　　　　－73（108）－
（3）銀行業務の統合：「第２次銀行指令」
　銀行業務に関する基本的「指令」は，89年12月の「第２次銀行指令」で
ある2）。これによると，単一銀行免許制度の採用により，ＥＣ域内であまね
く有効となる銀行免許を有する与信金融機関(credit institution,預金受入と自
己勘定での貸付を業務とする企業体）に対し，幅広い金融業務（証券売買業・
リース業・投資顧問業を含み。ニバーサルバンキング型の銀行証券兼営が可で，
保険業は除く，表４）の提供と域内営業拠点の開設を認めるものである。
　　「第２次銀行指令」以外に重要なのは，
　①　与信金融機関の自己資本（ｏｗn funds)の定義に関する指令（89年４
　　月），
　②　与信金融機関の自己資本比率(solvency ratio)に関する指令（89年12
　　　　　　　（表４）「第２次銀行指令」で認められる金融業務
－72（109）－
　　月），
で，ＢＩＳの自己資本比率規制に沿って域内規制を共通化するものである。
これにより，92年末までに，リスク，ウェイトでみた最低自己資本比率を
８％とすることを，国内法的措置で講じることが義務付けられている。
（4）証券業務の統合
　証券業務に関しては，「銀行指令」でカバーされない投資業者に対し，
　「投資サービス指令案」があり，十分な自己資本を有する限り，ＥＣ域内
であまねく有効となる単一証券免許を与え，対象となる業務範囲を域内で
共通化しようとするものでる3）。その内容は，
　①　ブローキング業務，
　②　ディーリング業務，
　③　マーケット・メイキング業務，
　④　ポートフォリオ・マネイジメント業務（ただし，「投資信託業務指令」
　　の対象となっている投資信託業務を除く，
　⑤　引受業務，
　⑥　投資アドバイス業務，
　⑦　カスタディアン業務，
である。ただし，「指令案」の段階で，「指令」になっていない。
（5）保険業務の統合
　保険分野でも単一市場・単一免許制が志向されている。この単一市場の
完成のためには，両極とでもいうべきイギリスとドイッの調和が必要であ
る。生命保険に関する指令としては，「生命保険第１次指令」，「生命保険第
２次指令」，「保険事業者の計算書類に関する指令」，「清算指令案」，「保険
契約指令案」があるが4），すでに採択されたものは「生命保険第１次指令」
－71（110）－
のみである。
　保険分野では，消費者保護が重視されている。　しかし，加盟国間でアプ
ローチの違いがみられる。イギリスでは保険会社に十分な支払能力を確保
させるが，保険商品，約款，資産運用については各保険会社の経営政策に
委ねられ，かなりの柔軟性がある。一方，ドイッでは基本的に保険料率，
保険約款等を厳格に統一規制することによって，消費者を保護する方向で
ある。このイギリスとドイツを両極として加盟各国の規制は区々で，生命
保険の市場統合には多くの調整を必要とするといわれている。
　(｢生命保険第１次指令｣)
　｢生命保険第１次指令｣は1973年12月にＥＣ委員会により起案され，79
年３月に閣僚理事会において採択された。これは，域内各国における元受
け生命保険事業の開始および実行をより容易にすることを目的とする。主
な内容は次の通りである。
　①　元受け生命保険事業の開始に当って，各国毎に免許制度を採用。さ
　　らに，他の加盟国に支店・代理店を設立する場合，進出先国の監督当
　　局の認可を条件とする[進出先国主義]。
　②　免許取得およびその後の活動を容易にするため，各国の監督基準の
　　一部(支払余力に関する規則等)を平準化[支払余力の設定]。
　　ａ.　各加盟国は本社がその国内に所在する一切の会社に対し，その業
　　　務全体に関し，十分な支払余力を要求しなければならない。その最
　　　低支払余力は保険種類毎に規定されている。
　　　・生命保険および年金保険については，以下のα，βの合計額。
　　　　α：責任準備金の４％×{(出再部分除く前年度責任準備金)/(出
　　　　　　　　　　　　　　　再部分含む前年度責任準備金)}；ただし
　　　　　　　　　　　　　　　0.85以上
　　　　β：危険保険金の0.3％×{(出再部分除く前年度危険保険金)/(出
　　　　　　　　　　　　　－70(111)－
　　　　　　　　　　　　　　　　　再部分含む前年度危険保険金）：ただ
　　　　　　　　　　　　　　　　　し0.5以上
　　　　　　　　（保険期間３年以下の短期死亡保険については，危険保険金の
　　　　　　　　0.1％，保険期間３年超５年以下の短期死亡保険金については，危
　　　　　　　　険保険金の0.15％とする。）
　　b.支払余力の構成要素も決められている。
　　c.　最低支払余力の循が保証積立金として法定されている（ただし,80
　　　万ＥＣＵを下回ることはできない）。保証積立金の50％または80万E C
　　　Ｕのいずれか大なる方に相当する部分については構成要素が規定さ
　　　れている。
　　d.最低支払余力以下の会社について，本店所在地の加盟国監督官庁
　　　は財政再建案の提出を要求し，承認を求めさせることができる。
　　e.　最低保証積立金以下あるいは保証積立金の構成が規定通りでない
　　　会社について，本店所在地の加盟国監督官庁は，短期財政計画の提
　　　出を要求し，承認を求めさせることができる。また，保険契約者の
　　　利益を守るために一切の措置をとることができる。
　③　同一会社による生損保兼営の原則禁止。子会社による兼営について
　　は制限なく，各国国内法での制限は自由である。なお，イギリス，イ
　　タリアの既存の兼営会社は例外である。
　（「生命保険第２次指令」：「役務提供自由化指令案」）
　「第２次指令案」は，88年12月にＥＣ委員会によって起案されたもので，
生命保険分野における保険サービス提供の自由化を図ること，および「生
命保険第１次指令」の補正を目的としている。新たに規定された主要な内
容は次の通りである。
　①　個人生命保険（一部の個人年金を除く）について，国外に所在する域
　　内生保会社による直接付保を認める［役務提供の自由化］。
　　　　　　　　　　　　　　　　一69(112)一
　②　当該保険契約は契約者の居住する国の法律に従うことを要求できる。
　　ただし，イュシアティブ契約については生保会社の所在する国の法律
　　の適用を受ける。
　③　域外国の生保会社が加盟国において子会社の設立あるいは資本参加
　　を行なう場合には，ＥＣ委員会が相互主義上の審査を行なう。
　④　イュシアティブ契約について，広告の際，事業者の住所と設立国の
　　免許種目の明示を義務付ける。
　⑤　ブローカーについて，契約者がブローカーに依頼した旨の文書への
　　署名を義務付けるとともに，広告を禁止する。
さらに，「第１次指令」に対して修正が行なわれた点は，
　⑥　生損保兼営禁止の更なる徹底を図る，
である。
　この「第２次指令案」は最終的採択されず，90年３月にＥＣ委員会に
よって修正案が起案された。
　（「生命保険第２次指令修正案」）
　第１次指令案に比べての修正事項は次の通りである。
　①について：適用対象を個人保険から団体生命保険にも拡大する。
　③について：相互主義に関する条項を整備する。
　④について：広告に関する制限をほぼ完全に撤廃する。
　⑤について：ブローカーに関する規定の適用を，加盟国が３年開廷期す
　　　　　　　ることを認める。
　⑥について：既存兼営保険業者が，役務提供の自由の方法による生命保
　　　　　　　険の引受を行なうことを認める。
　90年11月に，この修正案をもとに「第２次生命保険指令」が採択された。
これによれば，国境を越えたサービス提供が自由化される他，契約者自ら
　　　　　　　　　　　　　－68（113）－
のイニシアティブによる大口保険については本国の法律を広く適用するこ
ととなる。 91年２月には，「第３次生命保険指令案」が採択された（本国主
義を徹底した，「第３次損害保険指令案」（90年８月）と同様単一免許により域内で
自由に支店・代理店の設立やサービスの提供ができる他，小口保険にも本国の法律
を広く適用するもの）。さらに，「保険会計指令」（95年度導入予定），「保険委員
会設立指令」，「第３次損害保険指令」（94年７月１日発効予定,損保単一市場を
完成されるもの）が決定され，「第３次生命保険指令」（92年）2月採択・95年実
施予定，生命保険提供の自由を完成させるもの）が検討されている。
（6）金融統合の利益
　ＥＣ市場統合は，政府の規制のもつ市場参入障壁的性格を除去すること
を意図するといえる。その市場統合からの経済的利益は，参入障壁除去と
それと結びついたコストの除去である。具体的には，当該部門自身の競争
力上昇，効率の上昇するサービスを享受するあらゆる企業への波及効果，
ＥＣのマクロ経済政策運営への影響，などが挙げられる５）。
　ＥＣ委員会の研究プロジェクト（「分割欧州のコスト」研究運営委員会）によ
れば，ＥＣ市場統合によるマクロ経済的利益は中期的に。
　①　企業活動の再活性化の誘発と，ＥＣのＧＤＰの4.5％の上昇。
　②　消費者物価（ＣＰＩ）の平均6.1%の低下。
　③　財政収支の対ＧＤＰ比で2.2％改善，対外ポジションを対ＧＤＰ比
　　で約１％改善。
　④　雇用の増進(180万の新規雇用創出）と失業率の約1.5%の改善，
がもたらされるという（もっとも，公共投資拡大などいくつかの政策の組合せを
実施すればパフォーマンスの改善は大きい，表5）6）。
　金融的統合の効果は，種々のルートから発生するが，
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（表５）ＥＣ市場統合の中期的なマクロ経済的結果
　①　信用コストの低下（に基づく投資刺激など），
　②　信用のアべイラビリティの拡張，
　③　金融サービス価格の引き下げ（とそれによる物価下落），
が主なものである。③の効果は，購買力を引き上げるので，域内の需要を
剌激し，ＥＣの競争力を改善する。表５にみるように，金融的統合の利益
は，ＥＣのＧＤＰの1.5%の上昇と，1.4％の物価引き下げ効果をもち，財
政収支は対ＧＤＰ比で約１％改善される。
　ＥＣ研究プロジェクトによれば, EC 8カ国を対象とした，銀行・保険
・証券３分野の統合による利益（消費者余剰）は, 217億Ｅｃｕほどであるい
う。その手続は，表６のように，当該８カ国における現行価格（障壁除去
前）と統合後（障壁除去後）の相違を推計し，それを合計するものである。
　　　　　（表６）金融的統合の利益（統合の前後の価格差）
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　金融統合（障壁除去）による金融サービスの価格下落の推計は，表７に示
される。もっとも大きな価格下落は，スペイン・イタリア・フランス。ベ
ルギー・ドイツなどの国で生じている。　しかし，規制障壁が除去されて
も　リスク・習慣・地域状況などから金融市場の差異が残るので，可能な
価格下落と期待される価格下落との間にギャップが生じる。この価格下落
と市場規模を考慮して消費者余剰を推計したものが, 217億Ｅｃｕであり，
その国別シェアをみると，イギリス・ドイツといった金融中心地で大きい
ことが分かる。
　　　　　（表7）国別の金融サービス価格の下落と消費者余剰の推計
　　　　　（1）金融サービスの可能な価格下落と期待される価格下落
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（２）ＥＣの信用市場と保険市場との統合から生じる消費者余剰の利益の推計
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